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第１ 審査会の結論 

   第２の１に記載した公文書の公開請求に対して、第２の２のとおり、福井県知事（以

下「実施機関」という。）が、公文書非公開決定をしたことは、妥当である。 

 

 

第２ 審査請求に至る経過 

 １ 公開請求の内容 

   審査請求人は、令和４年２月５日付けで、福井県情報公開条例（平成１２年福井県条

例第４号。以下「条例」という。）第５条の規定により、実施機関に対し、次の内容の

公文書の公開請求を行った。 

 

 （１）公開請求１ 

   福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事業場）に関し、令和３年３月１

日から令和３年５月３１日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場で選任され

ている産業医自身が行った作業場等の巡視の実施日、状況又は結果が分かる資料 

 

 （２）公開請求２ 

   福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事業場）に関し、令和３年６月１

日から令和３年８月３１日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場で選任され

ている産業医自身が行った作業場等の巡視の実施日、状況又は結果が分かる資料 

 

 （３）公開請求３ 

   福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事業場）に関し、令和３年９月１

日から令和３年１１月３０日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場で選任さ

れている産業医自身が行った作業場等の巡視の実施日、状況又は結果が分かる資料 

 

 ２ 実施機関の決定 

   実施機関は、令和４年３月７日付け人第１３７号、人第１３７―２号および人第１３

７―３号により、それぞれ次のとおり、公文書非公開決定（以下、人第１３７号による

決定を「本件処分１」、人第１３７－２号による決定を「本件処分２」、人第１３７－３

号による決定を「本件処分３」という。）を行った。 

 

処分 公文書の名称 
決定

内容 

公開しな

い理由 

本件処分１ 福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事

業場）に関し、令和３年３月１日から令和３年５月３１

日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場で

選任されている産業医自身が行った作業場等の巡視の

実施日、状況又は結果が分かる資料 

非公

開 

下記理由 
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処分 公文書の名称 
決定

内容 

公開しな

い理由 

本件処分２ 福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事

業場）に関し、令和３年６月１日から令和３年８月３１

日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場で

選任されている産業医自身が行った作業場等の巡視の

実施日、状況又は結果が分かる資料 

非公

開 

下記理由 

本件処分３ 福井県庁本庁舎（福井市大手３丁目１７番１号にある事

業場）に関し、令和３年９月１日から令和３年１１月３

０日までに、労働安全衛生法の規定に基づいて、事業場

で選任されている産業医自身が行った作業場等の巡視の

実施日、状況又は結果が分かる資料 

非公

開 

下記理由 

 

＜公開しない理由＞ 

 理由：該当する公文書を作成し、または取得しておらず、公開請求に係る公文書が存在しな

いため 

 

 ３ 審査請求 

   審査請求人は、次のとおり主張し、本件処分１、２および３を取り消すとともに、対

象公文書を特定し、公開することを求めて、実施機関に対して、審査請求（以下「本件

審査請求」という。）を行った。 

 

対象文書が存在しないとする３件の行政処分および「公開しない理由」の提示は、労働

安全衛生法および労働安全衛生規則の規定に違反している状態であるか、または、公文書

の作成および記録の観点から不合理である。 

 

 ４ 諮問 

   実施機関は、令和４年１０月２７日付け人第２８３―２号で、条例第１８条第１項の規

定により、福井県公文書公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、本件審査請

求について、諮問を行った。 

 

 

第３ 審査請求の内容 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は、本件処分１、２および３を取り消すとともに、対象公文書を

特定し、公開することである。 

 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人が、審査請求書で述べている審査請求の理由は、次のとおりである。 

 

   労働安全衛生規則第１５条第１項において、産業医の作業場等の巡視の頻度に関わる

記載があり、「毎月一回以上（中略）少なくとも二月に一回」とされている。３つの対象
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期間の初日から末日までの間に、満３月が経過しているので、少なくとも２月に１回の頻

度が履行されているならば、３つの対象期間に少なくとも１件以上の巡視結果に関わる

資料がそれぞれにあってしかるべきである。 

労働安全衛生法において、産業医には労働安全衛生規則第１４条第１項第６号の「労働

者の健康管理に関すること」に関する事項を行わせなければならないとされている。そ

して、本庁舎の職員および来庁者の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に有効で

あるため、産業医の「労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識」からも

たらされる指導も欠かせない。３つの対象期間に作業場等の巡視を行なっていないとす

れば産業医の職務を果たしているとは言い難いので、必ず、３つの対象期間に定期的な

産業医の作業場等の巡視は行われているはずである。例えば、令和４年１月２７日に、

産業医による作業場等の巡視が行われており、「職場巡視記録」と題する資料が作成され

ている。同じように、３つの対象期間それぞれに、対象公文書は必ず存在するはずであ

る。 

一般的に、産業医は外部の医師であるから、福井県知事が費用を支出して、巡視を委

ねるものである。「作業場等の巡視の実施日、状況又は結果」に関し、産業医の自宅また

は医療機関からの交通費や報酬の支払いのための資料として、巡視の実施日が分かる資

料は、あってしかるべきである。 

産業医や事業者が、法で定められた安全衛生活動を確実に実施し、事業者が、安全配

慮義務を果たしていることを証明する書類の一つとなる重要な意味を持つ資料であるか

ら、「職場巡視結果」のような資料を作業場等の巡視の記録として、産業医または巡視に

同行した職員が作成していると予想することは、社会通念上合理的である。福井県文書

規程において、「事務は、文書等により処理することを原則とする。」、「文書等は、事務

能率の向上に役立つよう常に正確かつ迅速に取り扱わなければならない。」とされている。

つまり、福井県において、基本的に公文書の作成義務があるとされている。福井県が使

用する地方公務員が任命権者を相手取り、国家賠償法第１条第１項の規定に基づき、福

井県の安全配慮義務違反を論点に訴訟を行う際、福井県は、安全配慮義務を適正に果た

したこと等を主張しなければならない。こうした場面で、労働安全衛生法の規定に基づ

く、産業医の作業場等の巡視を行った状況または結果が分かる資料が不存在である場合

には、福井県の正当性を主張することは困難である。 

 

 

第４ 実施機関の説明 

   実施機関の弁明書および当審査会が行った実施機関による口頭意見陳述で確認した本件

処分の理由は、次のとおりである。 

 

   本庁舎の安全衛生管理については、本庁舎内の各所属長に対し、毎月「安全衛生管理チ

ェックリスト」に基づく点検を依頼するとともに、産業医へチェックリストを提出させ、

産業医が当該リストの内容をチェックすることにより、各所属における作業方法や衛生

状態に有害のおそれがないかを確認していた。したがって、審査請求人が求めていた３つ

の対象期間については、いずれも産業医の巡視を実施していないため、公開請求に係る公

文書を作成・取得しておらず、特定すべき文書は存在しない。 

安全衛生管理チェックリストは、職場巡視の必要項目を提示している一般財団法人地
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方公務員安全衛生推進協会の様式を参考としており、産業医の巡視項目より細かい項目

となっている。 

本庁舎では外部の有資格者の医師を産業医として委嘱しており、職員の健康管理やメ

ンタルヘルスを産業医の業務活動の中心としていたため、安全衛生管理は、「安全衛生管

理チェックリスト」に基づく点検により実施していた。 

健康管理やメンタルヘルスの社会的な注目度の高まりを契機に、産業医が実際に執務

室等を巡視することで、対象所属の職員では気づかなかった点の新たな気づきにもつな

がるなど、更なる効果が見込めるため、令和４年度からは、各職場から提出を受けてい

るチェックリストの内容の確認に加えて、産業医が職場の巡視を行い、その記録を残す

ようにしている。 

出先機関においては、これまで産業医として保健所長を充てていたが、令和５年度か

ら本庁舎の産業医を１名増員しており、その産業医は出先機関の産業医を兼務している

ため、出先機関における職場巡視体制も整備されている。 

 

 

第５ 審査会の判断 

   当審査会は、審査請求人および実施機関双方の主張を審査した結果、次のように判断

した。 

 

 １ 本件処分について 

   実施機関は、審査請求人の公文書公開請求に対し、本件処分１、２および３のとおり

公文書非公開決定を行っている。 

   審査請求人は、本件処分１、２および３を取り消すとともに、対象公文書を特定し、

公開することを求めていることから、以下、公文書の特定（有無）について検討する。 

 

 ２ 対象公文書の特定について 

   審査請求人が、対象公文書が存在すると主張する理由を要約すると次のとおりである。 

 

・ 労働者の健康管理や新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のために、産業医は

法令に定められた頻度で巡視を行っているはずであり、その結果を文書として残して

いると考えられること。 

・ 産業医の交通費や報酬の支払いのために、文書として残していると考えられること。 

・ 福井県文書規程に基づき、県が安全衛生活動を実施し、安全配慮義務を果たしてい

ること等を証明する文書として作成していると考えられること。 

 

これに対する実施機関の説明を要約すると次のとおりである。 

 

 ・ 本庁舎の安全衛生管理については、安全衛生チェックリストにより確認していた。 

・ 審査請求人が求めていた３つの対象期間については、いずれも産業医の巡視を実施   

していないため、公開請求に係る公文書を作成・取得しておらず、特定すべき文書は 

存在しない。 

・ 本庁舎では外部の有資格者の医師を、出先機関では保健所長を産業医として委嘱
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していた。 

・ 健康管理やメンタルヘルスの社会的な注目度の高まりを契機に、令和４年度から

は、産業医が職場の巡視を行い、その記録を残すようにしている。 

・ 令和５年度からは、本庁舎の産業医を１名増員し、その産業医が出先機関の産業

医を兼務しているため、出先機関における職場巡視体制も強化されている。 

 

   当審査会において、上記双方の主張を審議した結果、実施機関の、特定すべき文書は存

在しないという説明に反する事情は、特段認められないとの結論に至った。 

 

 ３ 実施機関の行った本件処分について 

   以上のことから、実施機関が行った本件処分１、２および３は、妥当であると判断し

た。 

 

 ４ 付言（巡視結果の記録の作成について） 

産業医の巡視結果を記録として残すことは、法令に定めはないものの、審査請求人が

主張するとおり、事業者の安全配慮義務の履行証明や、会計事務処理の観点からも必要

なものと考えられる。 

実施機関においては、令和４年度から作成を始めている産業医の巡視の結果につい

て、今後も適時適正に記録として残す取組みを継続的に行い、説明責任を果たすよう努

められたい。 

 

 

第６ 審査の経過 

   当審査会は、本件審査請求に係る諮問について、下記のとおり審査した。 

 

年 月 日 審 査 の 経 過 

 令和 ４年１０月２７日 ・諮問書の受理 

 令和 ５年 ３月３０日 ・審議（第１回） 

 令和 ５年 ６月 ２日 
・実施機関による口頭意見陳述 

・審議（第２回） 

 令和 ５年 ８月 ２日 ・審議（第３回） 

 令和 ５年 ９月１９日 ・審議（第４回） 

令和 ５年１１月２８日 ・答申 
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氏    名 備    考 

内 川   毅 彦 会     長 

島 嵜   正 行  

髙 野    ますみ  

森 口   功 一 会長職務代理者 
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